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（見直し工程表）
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１．点検・見直しの目的等

（１）目的
⇒ 条例等に基づく県独自のアナログ規制について、規制の見直しに取り組むことで、県民の利便性の向上及び
業務効率化に伴う職員の負担軽減と生産性の向上を実現するため、国による法令等の点検・見直しの動きと合
わせて、県全体のデジタル化を推進する。

（２）点検・見直しの進め方
① 対象となる規制の洗い出し（代表的なアナログ規制７項目に該当する規制を洗い出し）※県例規集より抽出
② 規制根拠の分類（制定根拠（県規制／国規制）を分類）
③ 規制の類型化・フェーズの区分（目的・趣旨ごとに類型を整理＋デジタル化の進捗度合いを３段階で区分）
④ 見直し工程表の策定（見直しの方向性、見直し後のフェーズ区分（到達点）、見直し時期等を設定）
⑤ 見直しの実施（見直し工程表に基づき、所管部局において条例等の改正を含む見直しを実施）

（洗い出し） （規制根拠の分類） （デジタル化の進捗度合いで区分）

法令等

県条例等

法令等

県条例等

目視規制の中でも、土地や家屋等、
実態・動向等の明確化を目的とす
るもの

目視規制の中でも、施設や建物と
いったインフラ等の監視を目的と
するもの

巡視・見張り

書面掲示

常駐・専任

対面講習

【ＳＴＥＰ１】　条例等において代表的な７項目のアナログ規制に該当する規制を洗い出し、規制の根拠（法令等、条例等）を分類

【ＳＴＥＰ２】　規制の趣旨・目的ごとに類型を整理し、その上で、デジタル技術が適用されている段階を３つに区分

【ＳＴＥＰ３】　以上を踏まえて、見直し工程表を策定し、類型・フェーズごとに横断的な見直しを実施

条例等における
７項目の

アナログ規制

（規制の目的・趣旨ごとに類型化）

※ 目視、実地監査規制のイメージ

　 見直し工程表

　 　　策定

≪内容≫
・見直しの方向性
　（要否）
・見直し後の
　フェーズ区分
　（到達点）
・見直し時期　等

見

直

し

の

実

施

往訪閲覧

PHASE１

目視・

実地監査規制

PHASE２

情報収集の遠隔化、

人による評価

PHASE３

判断の精緻化、

自動化・無人化

目視規制
検査・点検・監査

調査

目視規制の中でも、健全度、長さ、
高さ等、基準への適合性の判定を
目的とするもの

実地監査

定期検査・点検

条例等における規制の洗い出し

根拠規定の分類

規制目的・趣旨ごとに類型化

デジタル技術の適用段階を整理

見直し工程表の策定

見直しの実施
ＳＴＥＰ１ ＳＴＥＰ２ ＳＴＥＰ３

点検・見直しの進め方

① ② ③ ④ ⑤
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２．点検・見直しの対象範囲

（１）対象範囲
⇒ 本県で定める条例等（条例、規則、告示、訓令、規程）の規定

（２）対象とするアナログ規制項目
⇒ 国が作成した点検・見直しに係るマニュアルを踏まえ、本県が策定した「アナログ規制（書面・対面規制）
の点検・見直し方針」（R5.6月策定）に記載している代表的なアナログ規制７項目を対象

＜代表的なアナログ規制７項目＞

規制項目 規制の内容

① 目視規制

　人が現地に赴き、施設や設備、状況等が法令等が求める一定の基準に適
合しているかどうかを、目視によって判定すること（検査・点検）や、実
態・動向などを目視によって明確化すること（調査）、人・機関の行為が
遵守すべき義務に違反していないかどうかや設備・施設の状態等につい
て、一定期間、常時注目すること（巡視・見張り）を求めている規制

② 実地監査規制
　人が現場に赴き、施設や設備、状況等が法令等が求める一定の基準に適
合しているかどうかを、書類・建物等を確認することによって判定するこ
とを求めている規制

③ 定期検査・点検規制

　施設や設備、状況等が法令等が求める一定の基準に適合しているかどう
かを、一定の期間に一定の頻度で判定すること（第三者検査・自主検査）
や、実態・動向・量等を、一定の期間に一定の頻度で明確化すること（調
査・測定）を求めている規制

④ 常駐・専任規制
　（物理的に）常に事業所や現場に留まることや、職務の従事や事業所へ
の所属等について、兼任せず、専らその任にあたること（１人１現場の紐
付け等）を求めている規制

⑤ 対面講習規制 　資格等の講習をオンラインではなく対面で行うことを求めている規制

⑥ 書面掲示規制
　資格等、公的な証明書等を対面確認や紙発行で、特定の場所に掲示する
ことを求めている規制

⑦ 往訪閲覧・縦覧規制
　申請に応じて、又は申請によらず公的情報を閲覧・縦覧させるもののう
ち、公的機関等への訪問が必要とされている規制 3



３．洗い出しと見直し分類

〇 アナログ規制対象件数：６３２件

・県の条例等による規制（県規制）：２７６件 ⇒ 県においてデジタル活用等による見直しを検討

・国の法令等による規制（国規制）：３５６件 ⇒ 国の法令改正等に従い対応

＜対象の洗い出し結果＞ ＜県規制の見直し分類＞

※２ 見直し ⇒ デジタル手段の導入などを進めていくもの。

※３ 継続検討 ⇒ デジタル技術の適用段階（技術の進展）等を注視しながら、デジタル化に向けて検討していくもの。
※４ 現状維持 ⇒ 実物・現物の確認が必須であるものや国の取扱いに準拠しているものなど、現状においてアナログ手段による実施（アナロ

グ手段とデジタル手段の並行運用を含む。）もやむを得ないと考えられるもの。

※５ デジタル完結 ⇒ 原則デジタル手段（フェーズ３）で実施しているもの。

※１ 抽出件数 ⇒ 県例規集からアナログ規制に該当する可能性があるキーワードを含む規定として抽出した件数。
＜注釈＞

規制該当件数

県規制 国規制
①目視 102 70 62 8
②実地監査 1 1 1 0
③定期検査・点検 73 52 30 22
④常駐・専任 381 114 9 105
⑤対面講習 225 140 6 134
⑥書面掲示 5,306 112 66 46
⑦往訪閲覧・縦覧 265 143 102 41

計 6,353 632 276 356

抽出
件数
※１

規制項目

①目視 62 12 11 39 0
②実地監査 1 1 0 0 0
③定期検査・点検 30 0 7 23 0
④常駐・専任 9 0 2 7 0
⑤対面講習 6 4 0 1 1
⑥書面掲示 66 11 17 26 12
⑦往訪閲覧・縦覧 102 48 21 29 4

計 276 76 58 125 17

継続検討
※3

現状維持
※4

デジタル
完結
※5

規制項目 件数 見直し
※2
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◆行政財産の返還【総務部】 ⇒Ｒ５年度見直し

４．見直しの具体例

目視規制 【見直し前】
行政財産の返還を受けるときは、使用許可

を受けるものの立会いを求め、実地に検査

【見直し後】
実地のみでなく、写真等による確認

も可能となるよう見直す。

◆外来種等に関する調査【生活環境部】 ⇒Ｒ６年度見直し

福島県公有財産規則

福島県野生動植物の保護に関する条例

【見直し前】
外来種等について、その個体の生息又は

生育の状況、生息地又は生育地の状況等に
ついて、実地に調査

【見直し後】
実地でなくても確認できる内容につ

いては、資料確認等の対応が可能とな
るよう見直す。

対面講習規制

◆屋外広告物に係る講習会【土木部】 ⇒Ｒ６年度見直し
福島県屋外広告物条例、同条例施行規則

【見直し前】
講習会受講希望者が、県又は中核市に受

講の希望を申請し、対面により講習会を実
施

【見直し後】
eラーニングやオンライン会議シス

テム等を活用した受講が可能となるよ
う見直す。

実地監査規制
◆包括外部監査人による監査【総務部】 ⇒Ｒ５年度見直し

福島県外部監査契約に基づく監査に関する条例

【見直し前】
県の委託を受けた包括外部監査人が、実

地により直接確認し、監査を実施

【見直し後】
実地でなくても確認できる内容につ

いては、オンライン会議システム等を
活用することを可能となるよう見直し
た。

人が現地に赴き、施設や設備、状況等が法令
等が求める一定の基準に適合しているかどうか
を、目視によって判定すること（検査・点検）
や、実態・動向などを目視によって明確化する
こと（調査）、人・機関の行為が遵守すべき義
務に違反していないかどうかや設備・施設の状
態等について、一定期間、常時注目すること
（巡視・見張り）を求めている規制

人が現場に赴き、施設や設備、状況等が法令
等が求める一定の基準に適合しているかどうか
を、書類・建物等を確認することによって判定
することを求めている規制

資格等の講習をオンラインではなく対面で行
うことを求めている規制
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４．見直しの具体例

書面掲示規制

往訪閲覧・縦覧規制

資格等、公的な証明書等を対面確認や紙発行
で、特定の場所に掲示することを求めている規
制

申請に応じて、又は申請によらず公的情報を
閲覧・縦覧させるもののうち、公的機関等へ
の訪問が必要とされている規制

◆除去した工作物等に係る情報の掲示【土木部】 ⇒Ｒ６年度見直し
福島県都市公園条例

【見直し前】
公園管理者が、損害が生じると認められ

る工作物等を除去等した場合は、除去した
工作物等に係る必要事項について、所管建
設事務所等の掲示板に掲示

【見直し後】
ホームページ等で確認可能となるよ

う見直す。

◆公文書の開示【総務部、各行政委員会等】 ⇒Ｒ６年度見直し

【見直し前】
開示請求者に対し、決定通知書によりあ

らかじめ指定した日時及び場所での閲覧等、
或いは写しの交付により実施

【見直し後】
公文書の電子化の進捗状況に合わせ

て、窓口において、電子データで公文
書を閲覧・交付ができるように見直す。

福島県情報公開条例等

◆特定小売商業施設新設等に係る届出の縦覧【商工労働部】⇒Ｒ６年度見直し
福島県商業まちづくりの推進に関する条例

【見直し前】
設置者の届出書について、本庁・出先機

関、関係市町村において期間を設けて紙で
閲覧

【見直し後】
紙による閲覧に加え、時間・場所を

問わずホームページ等で確認可能とな
るよう見直す。

◆聴聞期日等の掲示【警察本部】 ⇒Ｒ６年度見直し
福島県公安委員会聴聞及び弁明の機会の付与に関する規則

【見直し前】
聴聞の期日及び場所を記載した書面を聴

聞を行う事務所の掲示板に掲示

【見直し後】
ホームページ等への掲示も可能とな

るよう見直す。
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５．今後の対応方針（案）

（１）「見直し」（７６件）
⇒ 現場の実態等を踏まえ、見直し内容を精査しつつ、所管部局
において着実に見直し（規則等改正、運用変更など）を行う。
（※別紙「アナログ規制の点検・見直し工程表」のとおり。）

※ R6年度末までに見直し予定・・・・６３件
※ R7年度以降・・・・・・・・・・・１３件

（２）「継続検討」（５８件）
⇒ デジタル技術の適用段階（技術の進展）等を注視しながら、
所管部局において検討を継続する。

（３）「現状維持」（１２５件）
⇒ 真にアナログ手段を維持すべきかについて、国の動向や
技術の進展等を踏まえ、再検討していく。

今後も福島県行財政改革推進本部及び
福島県デジタル社会形成推進本部等
において、進捗管理等を行う。

①目視 62 7 5 3 8 39 0
②実地監査 1 1 0 0 0 0 0
③定期検査・点検 30 0 0 0 7 23 0
④常駐・専任 9 0 0 0 2 7 0
⑤対面講習 6 4 0 0 0 1 1
⑥書面掲示 66 10 1 4 13 26 12
⑦往訪閲覧・縦覧 102 41 7 0 21 29 4

合計 276 63 13 7 51 125 17

現状維持規制項目
デジタル
完結

R6年度末
までに

見直し予定

県規定

見直し

R7年度
以降

R6末までに
対応を検討

今後の状況の
変化を踏まえ

検討
（R7以降）

継続検討
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【別紙】

No. ①規制区分 ②部局等名 ③課室等名 ④条例等名 ⑤条項 ⑥条文／規定内容 ⑦類型 ⑧現在のフェーズ ⑨現在の運用方法・手段
⑩見直しによって

目指すフェーズ
⑪見直し内容 ⑫見直し時期

1 目視規制 総務部 財産管理課 福島県公有財産規則 第三十七条

(使用許可に係る行政財産の返還)

第三十七条　使用許可の期間の満了又は使用許可の取消しにより当該使用許可に係る行政財産の返還を

受けるときは、当該使用許可を受けた者の立会いを求め、当該行政財産について実地に検査しなければ

ならない。

類型１検査・点検・監査 フェーズ１（目視・実地監査規制）
使用許可の満了時等の返還の確認あたっては、相手方立ち会いのうえ、職員による実地検査を原

則としている。

フェーズ２（情報収集の遠隔化、人によ

る評価）

使用許可に係る行政財産の返還時の検査について、実地検査のみでなく、写真等による確認も可

能となるよう変更する。
令和５年度中

2 目視規制 生活環境部 環境共生課 福島県環境影響評価条例 第三十五条

(立入調査等)

第三十五条　知事は、この条例の施行に必要な限度において、対象事業に係る工事に着手した後、対象

事業を実施している者又は対象事業を実施した者に対し、対象事業の実施状況その他必要な事項につい

て報告を求め、又は当該職員に、対象事業の実施に係る区域に立ち入り、対象事業の実施状況を検査さ

せ、若しくは対象事業の環境影響を調査させることができる。

類型２調査 フェーズ１（目視・実地監査規制）

事業者に対する実施状況の報告にあたっては、職員の対面又は書面による実施を原則としてい

る。

対象事業の実施状況の検査等にあたっては、職員による実地検査を原則としている。

フェーズ２（情報収集の遠隔化、人によ

る評価）
実地でなくても報告・調査できるものについては、オンラインを活用する。 令和７年度以降

3 目視規制 生活環境部 自然保護課 福島県自然環境保全条例 第三十三条

(報告及び検査等)

第三十三条　知事は、保全地域における自然環境の保全のために必要な限度において、第十五条第四項

若しくは第十六条第三項第七号の規定による許可を受けた者若しくは第十七条第二項若しくは第二十三

条第二項の規定により行為を制限され、若しくは必要な措置をとるべき旨を命ぜられた者に対し、当該

行為の実施状況その他必要な事項について報告を求め、又はその職員に保全地域内の土地若しくは、建

物内に立ち入り、第十五条第四項各号、第十六条第三項本文、第十七条第一項各号若しくは第二十三条

第一項各号に掲げる行為の実施状況を検査させ、若しくはこれらの行為の自然環境に及ぼす影響を調査

させることができる。

類型１検査・点検・監査 フェーズ１（目視・実地監査規制） 報告・立入にあたっては、職員が実地で行うことを原則としている。
フェーズ２（情報収集の遠隔化、人によ

る評価）

実地検査のうち、実地でなくても確認できる内容（運営体制や報酬請求の確認・指導等）につい

ては、オンライン会議システム等を活用することを可能とする。
令和７年度以降

4 目視規制 生活環境部 自然保護課 福島県立自然公園条例 第十六条

(報告徴収及び立入検査)

第十六条　知事は第十条第三項の認可を受けた者に対し、この章の規定の施行に必要な限度において、

その公園事業の執行状況その他必要な事項に関し報告を求め、又はその職員に、その公園事業に係る施

設に立ち入り、設備、帳簿、書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることができ

る。

2　前項の規定による立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示しなければ

ならない。

類型１検査・点検・監査 フェーズ１（目視・実地監査規制） 報告・立入にあたっては、職員が実地で行うことを原則としている。
フェーズ２（情報収集の遠隔化、人によ

る評価）

実地検査のうち、実地でなくても確認できる内容（運営体制や報酬請求の確認・指導等）につい

ては、オンライン会議システム等を活用することを可能とする。
令和７年度以降

5 目視規制 生活環境部 自然保護課 福島県立自然公園条例 第二十九条

(報告徴収及び立入検査)

第二十九条　知事は、第二十三条から前条までの規定の施行に必要な限度において、指定認定機関に対

し、その認定関係事務に関し報告を求め、又はその職員に、指定認定機関の事務所に立ち入り、指定認

定機関の帳簿、書類その他必要な物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることができる。

2　前項の規定による立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示しなければ

ならない。

類型１検査・点検・監査 フェーズ１（目視・実地監査規制） 報告・立入にあたっては、職員が実地で行うことを原則としている。
フェーズ２（情報収集の遠隔化、人によ

る評価）

実地検査のうち、実地でなくても確認できる内容（運営体制や報酬請求の確認・指導等）につい

ては、オンライン会議システム等を活用することを可能とする。
令和７年度以降

6 目視規制 生活環境部 自然保護課 福島県立自然公園条例 第三十三条

(報告徴収及び立入検査)

第三十三条　（略）

2　知事は、第二十一条第三項、第二十二条第三項第七号、第三十一条第二項又は前条の規定による処分

をするために必要があると認めるときは、その必要な限度において、その職員に、県立自然公園の区域

内の土地若しくは建物内に立ち入り、第二十一条第三項各号、第二十二条第三項第七号若しくは第三十

一条第一項各号に掲げる行為の実施状況を検査させ、又はこれらの行為の風景に及ぼす影響を調査させ

ることができる。

3　前項の規定による立入検査又は立入調査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に提

示しなければならない。

類型１検査・点検・監査 フェーズ１（目視・実地監査規制） 報告・立入にあたっては、職員が実地で行うことを原則としている。
フェーズ２（情報収集の遠隔化、人によ

る評価）

実地検査のうち、実地でなくても確認できる内容（運営体制や報酬請求の確認・指導等）につい

ては、オンライン会議システム等を活用することを可能とする。
令和７年度以降

7 目視規制 生活環境部 自然保護課
福島県野生動植物の保護に関す

る条例
第二十九条

(外来種等に関する調査等)

第二十九条　県は、外来種その他の県内に人を介して移入された種(以下「外来種等」という。)で、希

少野生動植物の個体の生息又は生育に支障を及ぼすおそれのあるものについて、その個体の生息又は生

育の状況、その個体の生息地又は生育地の状況、その個体が希少野生動植物の個体の生息又は生育に及

ぼす支障の程度その他必要な事項について調査をし、及び希少野生動植物の保護に関し必要な措置を講

ずるよう努めるものとする。

類型２調査 フェーズ１（目視・実地監査規制） 外来種等の調査にあたっては、職員が実地で行うことを原則としている。
フェーズ２（情報収集の遠隔化、人によ

る評価）
実地でなくても確認できる内容については、資料を提出させる等の対応を可能とする。 令和６年度中

8 目視規制 保健福祉部 保健福祉総務課
福島県総合社会福祉施設太陽の

国条例施行規則
第七条

(使用料等の免除等の通知)

第七条　知事は、前条第二項又は第三項の規定により交流センター使用料免除申請書又は福島県太陽の

国病院手数料免除申請書福島県太陽の国クリニック手数料免除申請書の提出があつたときは、当該免除

申請書の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、使用料等の免除をするかどうか及び免除をする

場合においてはその金額等に関し、速やかに決定をするものとする。

類型２調査 フェーズ１（目視・実地監査規制）
免除申請書の提出があったときは、当申請書の審査により免除の決定を行うが、決定の判断に当

たっては、必要に応じて現地調査等を行うこととしている。

フェーズ２（情報収集の遠隔化、人によ

る評価）

現地調査のうち、実地でなくても確認できる内容については、オンライン会議システム等を活用

することを可能とする。
令和６年度中

9 目視規制 企業局 企業総務課 福島県企業局財務規程 第104条

(検査)

第104条　調達したたな卸資産の検査は、出納員が行なうものとする。

2　前項の場合において、検査上必要があるときは、出納員の指名する職員は、当該検査に立ち会わなけ

ればならない。

類型１検査・点検・監査 フェーズ１（目視・実地監査規制） 検査に当たっては、職員が実地で行うことを原則としている。
フェーズ２（情報収集の遠隔化、人によ

る評価）
出納員がオンラインでも検査ができるよう見直しを行う。 令和５年度中

10 目視規制 企業局 企業総務課 福島県企業局財務規程 第140条

(返還)

第140条　固定資産管理権者は、使用者が当該使用に係る固定資産の使用を終了するときは、当該使用

の終了の日前1月までにその旨を記載した文書を提出させなければならない。

2　固定資産管理権者は、使用者から使用に係る固定資産の引渡しを受けるときは、使用者の立会いを求

め、当該固定資産について実地に検査をしなければならない。

類型１検査・点検・監査 フェーズ１（目視・実地監査規制） 検査に当たっては、職員が実地で行うことを原則としている。
フェーズ２（情報収集の遠隔化、人によ

る評価）
管理者がオンラインでも検査できるよう見直しを行う。 令和５年度中

11 目視規制 企業局 企業総務課 福島県企業局財務規程 第221条

(検査)

第221条　契約権者若しくは契約権者が指定する職員又は出納員(以下「検査員」と総称する。)は、工

事等の請負契約その他の契約に係る工事等又は給付が完了したときは、当該工事等又は給付の完了の確

認につき、契約書、仕様書、設計書その他の関係書類に基づき、かつ、必要に応じ、当該契約に係る監

督員の立会いを求めて、当該工事等又は給付の内容について、検査をしなければならない。

類型１検査・点検・監査 フェーズ１（目視・実地監査規制） 検査に当たっては、職員が実地で行うことを原則としている。
フェーズ２（情報収集の遠隔化、人によ

る評価）
検査員がオンラインでも検査ができるよう見直しを行う。 令和５年度中

12 目視規制 企業局 企業総務課 福島県企業局財務規程 第223条

第1節　検査

(財務事務の検査)

第223条　管理者は、次に掲げる者が所掌する予算の執行の状況その他の財務に関する事務について、

職員のうちから検査員を命じて検査を行わせることができる。

類型１検査・点検・監査 フェーズ１（目視・実地監査規制） 検査に当たっては、職員が実地で行うことを原則としている。
フェーズ２（情報収集の遠隔化、人によ

る評価）
検査員がオンラインでも検査ができるよう見直しを行う。 令和５年度中

13 実地監査規制 総務部 職員研修課
福島県外部監査契約に基づく監

査に関する条例
第二条

第二条　法第二百五十二条の二十九に規定する包括外部監査人は、必要があると認めるときは、次に掲

げるものについて監査することができる。
類型１検査・点検・監査 フェーズ１（目視・実地監査規制）

県の委託を受けた包括外部監査人が、自ら定めたテーマに係る関係書類について、実地により直

接確認し、監査を実施していた。

フェーズ２（情報収集の遠隔化、人によ

る評価）

実地検査のうち、実地でなくても確認できる内容（運営体制や報酬請求の確認・指導等）につい

ては、オンライン会議システム等を活用することを可能とする。
令和５年度中

14 対面講習規制 生活環境部 消費生活課
福島県消費生活センター条例施

行規則
第五条

(消費生活相談等の事務に従事する職員に対する研修)

第五条　知事は、当該消費生活センターにおいて消費者安全法(平成二十一年法律第五十号)第八条第一

項各号に掲げる事務に従事する職員に対し、その資質の向上のための研修の機会を確保するものとす

る。

類型１講習
フェーズ２（デジタル技術の活用による

一部オンライン化等）

国民生活センターや各地域における対面型と、オンラインによる配信型での研修を実施してい

た。

フェーズ２（デジタル技術の活用による

一部オンライン化等）

オンラインでの研修機会を増加させるとともに、eラーニングなどの研修ができるように実施団

体へ要望していく。（受講環境の改善）
令和５年度中

15 対面講習規制 保健福祉部 食品生活衛生課 福島県食品衛生法施行細則 第五条

第五条　施行規則別表第十七の一ロ(3)の都道府県知事等が適正と認める講習会は、次の各号のいずれか

に該当するものとする。

一　保健所長が行う食品衛生責任者を養成するための講習会

二　他都道府県知事等が適正と認める講習会

2　知事は、前項第一号の講習会を指定する機関に実施させることができる。

類型１講習
フェーズ１（対面規制あり又は解釈不明

確）

本講習会の指定機関である公益社団法人福島県食品衛生協会が、参集型の講習会を随時開催して

いた。

フェーズ２（デジタル技術の活用による

一部オンライン化等）

本講習会の指定機関である公益社団法人福島県食品衛生協会が、e-ラーニングによる講習会を随

時開催している。
令和５年度中

16 対面講習規制 土木部 都市計画課 福島県屋外広告物条例 第二十四条

(講習会)

第二十四条　知事は、規則で定めるところにより、広告物の表示及び掲出物件の設置に関し必要な知識

を修得させることを目的とする講習会を開催しなければならない。

類型１講習
フェーズ１（対面規制あり又は解釈不明

確）
講習会受講希望者が、県又は中核市に受講の希望を申請し、対面により講習会を実施している。

フェーズ２（デジタル技術の活用による

一部オンライン化等）

対面により実施されている講習について、eラーニングやオンライン会議システム等を活用した

受講が可能となるよう変更する。
令和６年度中

17 対面講習規制 土木部 都市計画課 福島県屋外広告物条例施行規則 第十七条

(講習会等)

第十七条　条例第二十四条第一項の講習会は、次に掲げる事項について行うものとする。

一　屋外広告物に関する法令

二　屋外広告物の表示方法に関する事項

三　屋外広告物の施工に関する事項

類型１講習
フェーズ１（対面規制あり又は解釈不明

確）
講習会受講希望者が、県又は中核市に受講の希望を申請し、対面により講習会を実施している。

フェーズ２（デジタル技術の活用による

一部オンライン化等）

対面により実施されている講習について、eラーニングやオンライン会議システム等を活用した

受講が可能となるよう変更する。
令和６年度中

18 書面掲示規制 総務部 行政経営課 福島県行政手続条例 第十五条

第十五条　行政庁は、聴聞を行うに当たっては、聴聞を行うべき期日までに相当な期間をおいて、不利

益処分の名あて人となるべき者に対し、次に掲げる事項を書面により通知しなければならない。

3　行政庁は、不利益処分の名あて人となるべき者の所在が判明しない場合においては、第一項の規定に

よる通知を、その者の氏名、同項第三号及び第四号に掲げる事項並びに当該行政庁が同項各号に掲げる

事項を記載した書面をいつでもその者に交付する旨を当該行政庁の事務所の掲示場に掲示することに

よって行うことができる。この場合においては、掲示を始めた日から二週間を経過したときに、当該通

知がその者に到達したものとみなす。

類型２公的証明書等以外の情報の

掲示

フェーズ１（デジタル化を一切許容しな

い）

県が不利益処分を行う場合に必要な相手方への処分内容等を示す事前の通知について、相手方の

所在が分からない場合には、県の事務所の掲示場に掲示することにより行っている。
フェーズ２（一部許容している）

県の事務所の掲示場への掲示に加え、県の事務所のコンピュータへの表示によることを可能にす

る等の見直しを行う。
令和６年度中

19 書面掲示規制 生活環境部 一般廃棄物課
福島県浄化槽保守点検業者登録

条例
第十三条

(登録証の掲示)

第十三条　浄化槽保守点検業者は、営業所ごとに、その見やすい場所に登録証を掲げなければならない
類型１公的証明書等の掲示

フェーズ１（デジタル化を一切許容しな

い）

浄化槽保守点検業者の登録を受けた事業者に対し、登録証を書面により事業所内に掲示すること

としている。
フェーズ２（一部許容している） ホームページでも閲覧できるよう見直す。 令和６年度中

アナログ規制の点検・見直し工程表（見直し７６件）
福島県行政経営課
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【別紙】

No. ①規制区分 ②部局等名 ③課室等名 ④条例等名 ⑤条項 ⑥条文／規定内容 ⑦類型 ⑧現在のフェーズ ⑨現在の運用方法・手段
⑩見直しによって

目指すフェーズ
⑪見直し内容 ⑫見直し時期

20 書面掲示規制 農林水産部 畜産課 福島県家畜取引法施行条例 第一条

(業務規程の掲示)

第一条　家畜取引法(昭和三十一年法律第百二十三号。以下「法」という。)第三条の登録を受けた者

は、法第四条の規定により定めた業務規程を家畜市場(法第二条第三項に規定する家畜市場をいう。以下

同じ。)内に掲示しなければならない。

類型２公的証明書等以外の情報の

掲示

フェーズ１（デジタル化を一切許容しな

い）

家畜市場開設者は、市場利用者に対し家畜取引法第四条の規定で定めた業務規程を家畜市場内に

掲示している。
フェーズ２（一部許容している）

業務規程の掲示について、インターネット（ホームページ等）利用による掲示でも可となるよう

見直しを行う。
令和６年度中

21 書面掲示規制 農林水産部 林業振興課 福島県木材業者等登録条例 第五条

第五条　知事は、前条の規定による登録の申請があつた場合は、当該申請書に虚偽の記載があると認め

るときを除き、これを登録しなければならない。

3　登録業者は、事務所、工場等の公衆の見やすい場所に登録票を掲示しなければならない。

類型１公的証明書等の掲示
フェーズ１（デジタル化を一切許容しな

い）

木材業者等の新規登録にあたっては、事業者からの申請書類に虚偽の記載がないことを県（出先

機関）の職員が確認した上で登録証及び登録票を交付している。

登録事業者は、交付を受けた登録票を事務所や工場の公衆の見えやすい場所に掲示している。

フェーズ２（一部許容している）
事務所、工場等の公衆の見えやすい場所への登録票の掲示のほか、登録票の写しを企業ホーム

ページ上に掲載することで代替え出来るよう見直しを行う。
令和７年度以降

22 書面掲示規制 土木部 都市計画課 福島県都市計画公聴会規則 第三条

第三条　知事は、公聴会を開催しようとするときは、当該公聴会の期日の二週間前までに、公聴会の案

件並びに公聴会の日時及び場所その他必要な事項を公告する。

2　前項の公告は、福島県報に登載して行なうほか、次に掲げる場所に掲示して行なう。

類型２公的証明書等以外の情報の

掲示
フェーズ２（一部許容している）

公聴会の開催については、県報（ウェブ）に搭載するほか、県庁や建設事務所等において紙で掲

示板に掲示することとしている。
フェーズ２（一部許容している） 掲示について、現物表示に加えホームページ等で確認可能となるよう見直しを行う。 令和６年度中

23 書面掲示規制 土木部 まちづくり推進課 福島県都市公園条例 第十三条の二

第十三条の二　法第二十七条第五項の条例で定める事項は、次に掲げるものとする。

2　法第二十七条第五項の規定による公示は、前項各号に掲げる事項を保管を始めた日から起算して十四

日間(工作物等が特に貴重なものであるときは、三月)、規則で定める場所に掲示して行わなければなら

ない。

類型１公的証明書等の掲示
フェーズ１（デジタル化を一切許容しな

い）

公園管理者が、公園保全立体区域において損害が生じると認められる工作物等を除去し又は除却

させた場合は、当該工作物等の名称や数量等の必要事項について、都市公園を所管する建設事務

所等において紙で掲示板に掲示している。

フェーズ２（一部許容している） 条例に定める記載事項の掲示について、ホームページ等で確認可能となるよう見直しを行う。 令和６年度中

24 書面掲示規制 土木部 建築指導課
福島県高齢者円滑入居賃貸住宅

登録簿閲覧規則
第五条

第五条　登録簿の整理その他のため、必要がある場合には、臨時に休日を設け、又は閲覧時間の伸縮を

することがあるものとし、この場合においては、その旨を閲覧所に掲示する。

類型２公的証明書等以外の情報の

掲示

フェーズ１（デジタル化を一切許容しな

い）

サービス付き高齢者向け住宅登録簿の閲覧時間等に変更があった場合は、出先機関の掲示板に紙

で掲示している。

フェーズ３（デジタルによる掲示を基本

とする）
ホームページに掲載する。 令和６年度中

25 書面掲示規制 土木部 建築指導課
福島県建築計画概要書等閲覧規

則
第五条

(臨時の休日等)

第五条　概要書の整理その他のため、必要がある場合には、臨時に休日を設け、又は閲覧時間の伸縮を

することがあるものとし、この場合においては、その旨を閲覧所に掲示する。

類型２公的証明書等以外の情報の

掲示

フェーズ１（デジタル化を一切許容しな

い）
建築計画概要書等の閲覧時間等に変更があった場合は、出先機関の掲示板に紙で掲示している。

フェーズ３（デジタルによる掲示を基本

とする）
ホームページに掲載する。 令和６年度中

26 書面掲示規制 土木部 建築指導課
福島県宅地建物取引業者名簿等

閲覧規則
第五条

(臨時の休日等)

第五条　名簿等の整理その他のため、必要がある場合には、臨時に休日を設け、又は閲覧時間の伸縮を

することがあるものとし、この場合においては、その旨を閲覧所に掲示する。

類型２公的証明書等以外の情報の

掲示

フェーズ１（デジタル化を一切許容しな

い）

宅地建物取引業者名簿等の閲覧時間等に変更があった場合は、出先機関の掲示板に紙で掲示して

いる。

フェーズ３（デジタルによる掲示を基本

とする）
ホームページに掲載する。 令和６年度中

27 書面掲示規制 土木部 建築指導課

福島県不動産特定共同事業者名

簿等及び小規模不動産特定共同

事業者登録簿等閲覧規則

第四条

(臨時の休日等)

第四条　名簿等の整理その他のため、必要がある場合には、臨時に休日を設け、又は閲覧時間の伸縮を

することがあるものとし、この場合においては、その旨を閲覧所に掲示する。

類型２公的証明書等以外の情報の

掲示

フェーズ１（デジタル化を一切許容しな

い）

不動産特定共同事業者名簿等の閲覧時間等に変更があった場合は、本庁の掲示板に紙で掲示して

いる。

フェーズ３（デジタルによる掲示を基本

とする）
ホームページに掲載する。 令和６年度中

28 書面掲示規制 県警本部 総務課
福島県公安委員会聴聞及び弁明

の機会の付与に関する規則
第12条

第12条　行政庁は、手続条例第20条第6項の規定により聴聞の期日における審理を公開することを相当

と認めたときは、その旨を当事者及び参加人に通知するとともに、当該聴聞の期日及び場所を公示しな

ければならない。

2　前項の規定による公示は、聴聞を行う行政庁の事務所の掲示板に掲示して行うものとする。

類型２公的証明書等以外の情報の

掲示

フェーズ１（デジタル化を一切許容しな

い）

聴聞の期日及び場所を記載した書面を、聴聞を行う行政庁の事務所の掲示板に掲示して公示して

いる。
フェーズ２（一部許容している）

現行規定では掲示板への掲示のみ許容する内容となっていることから、インターネット（ホーム

ページ等）への掲載も可能とするように改正する。
令和６年度中

29 往訪閲覧・縦覧規制 総務部 文書法務課 福島県情報公開条例 第十六条

(開示の実施)

第十六条　実施機関は、開示決定をしたときは、速やかに、開示請求者に対してその開示請求に係る公

文書を開示しなければならない。

2　公文書の開示は、文書又は図画については閲覧又は写しの交付により、電磁的記録についてはその種

別、情報化の進展状況等を勘案して実施機関が定める方法により行う。

類型１申請等による公的情報の閲

覧・縦覧
フェーズ１（紙・人の介在）

公文書の開示は、実施機関が開示請求者に対し、決定通知書によりあらかじめ指定した日時及び

場所での閲覧等、或いは写しの交付により実施している。

①　開示の方法が公文書の閲覧、聴取又は視聴の場合は、文書又は図画は、開示に供する物の提

示とし、電磁的記録は、用紙に出力することができる場合は、  用紙に出力した物の提示によ

り、それ以外の電磁的記録は、専用機器による閲覧等により実施。

②　開示の方法が公文書の写しの交付の場合、上記①と同様の媒体により交付。

フェーズ２（デジタル原則に適合する手

段を可とする）

公文書の電子化の進捗状況に合わせて、窓口において電子データの公文書を閲覧・交付ができる

ようにする。
令和６年度中

30 往訪閲覧・縦覧規制 総務部 文書法務課
知事が取り扱う個人情報の保護

等に関する規則
第二条

(個人情報登録簿の作成等)

第二条　条例第三条第一項の個人情報登録簿(以下「登録簿」という。)に記載する事項は次のとおりと

する。

一～十一　（略）

2　法第六十条第二項第二号に係る個人情報ファイルで、その利用目的及び記録範囲が法第七十五条第一

項の規定による公表に係る法第六十条第二項第一号に係る個人情報ファイルの利用目的及び記録範囲の

範囲内であるものは、登録簿の作成を要しない。

3　登録簿の様式は、知事が別に定める。

4　条例第三条第四項の知事が定める登録簿の公表の方法は、登録簿を県政情報センター及び県政情報

コーナーに備え付け一般の閲覧に供する方法によるものとする。

5　その他登録簿の管理運用については知事が別に定める。

類型２申請等によらない公的情報

の縦覧・閲覧
フェーズ１（紙・人の介在）

各所属から文書法務課へ登録依頼のあった個人情報登録簿について、紙で県政情報センター及び

県政情報コーナーに備え付け、一般の閲覧に供している。
フェーズ３（デジタル完結を基本とす

る）
各所属作成の個人情報登録簿をホームページで公表する。 令和６年度中

31 往訪閲覧・縦覧規制 総務部 文書法務課
知事が保有する公文書の開示等

に関する規則
第八条

第八条　条例第十六条第一項の規定による公文書(公文書を複写した物を含む。以下この条において同

じ。)の開示は、知事が指定する日時及び場所において行うものとする。

2　知事は、公文書の閲覧、聴取又は視聴をする者が当該公文書を改ざんし、汚損し、若しくは破損した

とき又はこれらの行為をするおそれがあるときは、当該公文書の閲覧、聴取又は視聴を中止させ、又は

禁止することができる。

類型１申請等による公的情報の閲

覧・縦覧
フェーズ１（紙・人の介在）

公文書の開示は、実施機関が開示請求者に対し、決定通知書によりあらかじめ指定した日時及び

場所での閲覧等、或いは写しの交付により実施している。

①　開示の方法が公文書の閲覧、聴取又は視聴の場合は、文書又は図画は、開示に供する物の提

示とし、電磁的記録は、用紙に出力することができる場合は、  用紙に出力した物の提示によ

り、それ以外の電磁的記録は、専用機器による閲覧等により実施。

②　開示の方法が公文書の写しの交付の場合、上記①と同様の媒体により交付。

フェーズ２（デジタル原則に適合する手

段を可とする）

公文書の電子化の進捗状況に合わせて、窓口において電子データの公文書を閲覧・交付ができる

ようにする。
令和６年度中

32 往訪閲覧・縦覧規制 総務部 文書法務課
知事が保有する公文書の開示等

に関する規則
第九条

(電磁的記録の開示の方法)

第九条　条例第十六条第二項の実施機関が定める方法は、次の各号に掲げる電磁的記録の種別に応じ、

当該各号に定める方法とする。

一　用紙に出力することができる電磁的記録　用紙に出力した物の閲覧若しくはその写しの交付又は専

用機器(開示決定を受けたものの閲覧、聴取又は視聴の用に備え付けられているものに限る。以下同

じ。)により再生したものの閲覧、聴取若しくは視聴若しくはそれを複写した物の交付

二　前号に掲げる電磁的記録以外の電磁的記録　専用機器により再生したものの閲覧、聴取若しくは視

聴又はそれを複写した物の交付

類型１申請等による公的情報の閲

覧・縦覧
フェーズ１（紙・人の介在）

公文書の開示は、実施機関が開示請求者に対し、決定通知書によりあらかじめ指定した日時及び

場所での閲覧等、或いは写しの交付により実施している。

①　開示の方法が公文書の閲覧、聴取又は視聴の場合は、文書又は図画は、開示に供する物の提

示とし、電磁的記録は、用紙に出力することができる場合は、  用紙に出力した物の提示によ

り、それ以外の電磁的記録は、専用機器による閲覧等により実施。

②　開示の方法が公文書の写しの交付の場合、上記①と同様の媒体により交付。

フェーズ２（デジタル原則に適合する手

段を可とする）

公文書の電子化の進捗状況に合わせて、窓口において電子データの公文書を閲覧・交付ができる

ようにする。
令和６年度中

33 往訪閲覧・縦覧規制 生活環境部 自然保護課 福島県自然環境保全条例 第十三条

(自然環境保全地域に関する保全計画の決定)

第十三条　自然環境保全地域に関する保全計画(自然環境保全地域における自然環境の保全のための規制

又は事業に関する計画をいう。以下同じ。)は、知事が決定する。

3　知事は、自然環境保全地域に関する保全計画を決定したときは、その概要を告示し、かつ、その自然

環境保全地域に関する保全計画を一般の閲覧に供しなければならない。当該計画を廃止し、又は変更し

たときも、同様とする。

類型２申請等によらない公的情報

の縦覧・閲覧
フェーズ１（紙・人の介在）

自然環境保全地域に関する保全計画の閲覧について、紙で印刷したものを課内で閲覧に供してい

る。

フェーズ２（デジタル原則に適合する手

段を可とする）
時間・場所を問わずインターネット上で確認可能となるよう見直しを行う。 令和７年度以降

34 往訪閲覧・縦覧規制 生活環境部 自然保護課
福島県野生動植物の保護に関す

る条例
第二十五条

第二十五条　知事は、保護管理事業の適正かつ効果的な実施に資するため、審議会の意見を聴いて保護

管理事業計画を定めるものとする。

3　知事は、第一項の保護管理事業計画を定めたときは、その概要を公告し、かつ、その保護管理事業計

画を一般の閲覧に供しなければならない。

類型２申請等によらない公的情報

の縦覧・閲覧
フェーズ１（紙・人の介在） 保護管理事業計画の閲覧について、紙で印刷したものを課内で閲覧に供している。

フェーズ２（デジタル原則に適合する手

段を可とする）
時間・場所を問わずインターネット上で確認可能となるよう見直しを行う。 令和６年度中

35 往訪閲覧・縦覧規制 生活環境部 自然保護課 福島県立自然公園条例 第七条

(公園計画の決定)

第七条　公園計画は、知事が、関係市町村及び審議会の意見を聴いて決定する。

2　知事は、公園計画を決定したときは、その概要を告示し、かつ、その公園計画を一般の閲覧に供しな

ければならない。

類型２申請等によらない公的情報

の縦覧・閲覧
フェーズ１（紙・人の介在） 県立自然公園計画について、紙で印刷したものを課内で閲覧に供している。

フェーズ２（デジタル原則に適合する手

段を可とする）
時間・場所を問わずインターネット上で確認可能となるよう見直しを行う。 令和６年度中

36 往訪閲覧・縦覧規制 生活環境部 自然保護課 福島県景観条例 第六条
第六条　知事は、景観計画を定めようとするときは、あらかじめその旨を公告し、当該景観計画の案(以

下「計画案」という。)を公告の日の翌日から起算して二週間公衆の縦覧に供しなければならない。

類型２申請等によらない公的情報

の縦覧・閲覧
フェーズ１（紙・人の介在）

景観計画を定めようとするときの計画案について、紙で印刷したものを課内で閲覧に供してい

る。

フェーズ２（デジタル原則に適合する手

段を可とする）
時間・場所を問わずインターネット上で確認可能となるよう見直しを行う。 令和６年度中

37 往訪閲覧・縦覧規制 生活環境部 自然保護課 福島県自然環境保全条例 第十二条

(指定)

第十二条　知事は、自然環境保全法(昭和四十七年法律第八十五号)第四十五条第一項の規定により、次

の各号のいずれかに該当する区域のうち、その区域の周辺の自然的社会的諸条件からみて当該区域にお

ける自然環境を保全することが特に必要なものを自然環境保全地域として指定することができる。

一～五　（略）

2　（略）

3　（略）

4　知事は、自然環境保全地域を指定しようとするときは、あらかじめ、規則で定めるところにより、そ

の旨を公告し、その案を当該公告の日から二週間公衆の縦覧に供しなければならない。

5　前項の規定による公告があつたときは、当該区域に係る住民及び利害関係人は、同項の縦覧期間満了

の日までに、縦覧に供された案について、知事に意見書を提出することができる。

6　知事は、前項の規定により縦覧に供された案について異議がある旨の意見書の提出があつたとき、又

は当該自然環境保全地域の指定に関し広く意見をきく必要があると認めたときは、公聴会を開催するも

のとする。

類型２申請等によらない公的情報

の縦覧・閲覧
フェーズ１（紙・人の介在） 自然環境保全地域指定の際の縦覧について、紙で印刷したものを課内で閲覧に供している。

フェーズ２（デジタル原則に適合する手

段を可とする）
時間・場所を問わずインターネット上で確認可能となるよう見直しを行う。 令和６年度中

38 往訪閲覧・縦覧規制 生活環境部 自然保護課
福島県野生動植物の保護に関す

る条例
第十七条

(生息地等保護区)

第十七条　知事は、特定希少野生動植物の保護のため必要があると認めるときは、その個体の生息地又

は生育地及びこれらと一体的にその保護を図る必要がある区域であって、その個体の分布状況及び生態

その他その個体の生息又は生育の状況を勘案してその特定希少野生動植物の保護のため重要と認めるも

のを、生息地等保護区として指定することができる。

2　（略）

3　（略）

4　知事は、指定をしようとするときは、あらかじめ、規則で定めるところにより、その旨を公告し、公

告した日から起算して十四日を経過する日までの間、指定の区域、指定に係る特定希少野生動植物及び

指定の区域の保護に関する指針の案(次項及び第六項において「指定案」という。)を公衆の縦覧に供し

なければならない。

類型２申請等によらない公的情報

の縦覧・閲覧
フェーズ１（紙・人の介在） 生息地等保護区指定案の閲覧について、紙で印刷したものを課内で閲覧に供している。

フェーズ２（デジタル原則に適合する手

段を可とする）
時間・場所を問わずインターネット上で確認可能となるよう見直しを行う。 令和６年度中
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39 往訪閲覧・縦覧規制 生活環境部 自然保護課 福島県立自然公園条例 第四十条

(風景地保護協定の縦覧等)

第四十一条　知事は、風景地保護協定を締結しようとするとき、又は前条第五項の規定による風景地保

護協定の認可の申請があつたときは、規則で定めるところにより、その旨を公告し、当該風景地保護協

定を当該公告の日から二週間関係者の縦覧に供さなければならない。

2　前項の規定による公告があつたときは、関係者は、同項の縦覧期間満了の日までに、当該風景地保護

協定について、知事に意見書を提出することができる。

類型２申請等によらない公的情報

の縦覧・閲覧
フェーズ１（紙・人の介在） 風景地保護協定締結時の縦覧について、紙で印刷したものを課内で閲覧に供している。

フェーズ２（デジタル原則に適合する手

段を可とする）
時間・場所を問わずインターネット上で確認可能となるよう見直しを行う。 令和６年度中

40 往訪閲覧・縦覧規制 生活環境部 自然保護課 福島県立自然公園条例 第四十三条

(風景地保護協定の公告等)

第四十三条　知事は、風景地保護協定を締結し、又は前条の認可をしたときは、規則で定めるところに

より、その旨を公告し、かつ、当該風景地保護協定の写しを公衆の縦覧に供するとともに、風景地保護

協定区域である旨を当該区域内に明示しなければならない。

類型２申請等によらない公的情報

の縦覧・閲覧
フェーズ１（紙・人の介在） 風景地保護協定締結後の縦覧について、紙で印刷したものを課内で閲覧に供している。

フェーズ２（デジタル原則に適合する手

段を可とする）
時間・場所を問わずインターネット上で確認可能となるよう見直しを行う。 令和６年度中

41 往訪閲覧・縦覧規制 商工労働部 経営金融課 貸金業法施行細則 第八条

(閲覧手続)

第八条　登録簿を閲覧しようとする者は、貸金業者登録簿閲覧申込書(様式第一号)に必要な事項を記入

して知事に提出しなければならない。

類型２申請等によらない公的情報

の縦覧・閲覧
フェーズ１（紙・人の介在）

閲覧所を経営金融課内に設け、申請者は知事に申し出ることで登録簿を閲覧することとしてい

る。

フェーズ２（デジタル原則に適合する手

段を可とする）
貸金業者登録簿がデジタルで閲覧可能となるよう見直しを検討する。 令和６年度中

43 往訪閲覧・縦覧規制 商工労働部 商業まちづくり課
福島県商業まちづくりの推進に

関する条例
第十三条

(市町村の長等の意見)

第十三条　知事は、第九条第四項の公告の日から三月以内に、関係市町村の長に、規則で定めるところ

により、当該公告に係る新設届出書の内容について、商業まちづくりの推進の見地からの意見及びその

理由を聴かなければならない。

2　関係市町村の住民等(当該市町村の区域内に居住する者、当該市町村において事業活動を行う者及び

当該市町村に存する団体をいう。次項において同じ。)は、第九条第四項の公告の日の翌日から起算して

三月以内に、知事に対し、当該公告に係る新設届出書の内容について、商業まちづくりの推進の見地か

らの意見を述べることができる。

3　（略）

一～六　（略）

4　知事は、第一項の規定による意見の聴取をしたとき又は第二項の規定による意見の陳述があったとき

は、速やかに、規則で定めるところにより、当該聴取した意見及び当該陳述があった意見の概要を公告

するとともに、これらの意見を公告の日の翌日から起算して一月間公衆の縦覧に供しなければならな

い。

類型２申請等によらない公的情報

の縦覧・閲覧
フェーズ１（紙・人の介在）

関係市町長及び関係市町村の住民等の意見について、本庁・出先期間、関係市町村において機関

を設けて紙で閲覧できるようにしている。

フェーズ２（デジタル原則に適合する手

段を可とする）

市町村の長等の意見の縦覧について、時間・場所を問わずインターネット上で確認可能となるよ

う見直しを行う。
令和６年度中

45 往訪閲覧・縦覧規制 商工労働部 商業まちづくり課
福島県商業まちづくりの推進に

関する条例
第十五条

(勧告及び公表)

第十五条　知事は、前条第四項の規定により報告のあった新設届出者等の対応が同条第一項の規定によ

り知事が述べた意見を適正に反映しておらず、かつ、当該対応に基づき特定小売商業施設の新設がなさ

れると商業まちづくりの推進に著しく支障を及ぼすおそれがあると認めるときは、その報告を受けた日

の翌日から起算して二月以内に、新設届出者等に対し、相当の期限を定めて必要な措置を講ずるよう勧

告することができる。

2　（略）

3　（略）

4　新設届出者等は、第一項の規定による勧告を受けたときは、遅滞なく、当該勧告についての対応及び

その理由を知事に報告しなければならない。

5　知事は、前項の規定による報告を受けたときは、速やかに、規則で定めるところにより、当該報告の

概要を公告するとともに、当該報告の内容を公告の日の翌日から起算して一月間公衆の縦覧に供しなけ

ればならない。

類型２申請等によらない公的情報

の縦覧・閲覧
フェーズ１（紙・人の介在）

知事の勧告について、本庁・出先機関、関係市町村において期間を設けて紙で閲覧できるように

している。

フェーズ２（デジタル原則に適合する手

段を可とする）

勧告をした旨及び勧告への対応内容の縦覧について、時間・場所を問わずインターネット上で確

認可能となるよう見直しを行う。
令和６年度中

46 往訪閲覧・縦覧規制 土木部 都市計画課 福島県開発登録簿閲覧規則 第一条

(登録簿の閲覧)

第一条　都市計画法(昭和四十三年法律第百号)第四十六条に規定する開発登録簿(以下「登録簿」とい

う。)は、この規則の定めるところにより福島県開発登録簿閲覧所(以下「閲覧所」という。)において公

衆の閲覧に供するものとする。

類型２申請等によらない公的情報

の縦覧・閲覧
フェーズ１（紙・人の介在）

申請者が、各建設事務所に出向いて開発登録簿閲覧名簿に所定の事項を記載し、紙で当該登録簿

を閲覧している。

フェーズ２（デジタル原則に適合する手

段を可とする）
登録簿をデータ化して閲覧する方法等を検討する。 令和７年度以降

47 往訪閲覧・縦覧規制 土木部 都市計画課 福島県開発登録簿閲覧規則 第二条

(閲覧所の場所)

第二条　登録簿の閲覧所は、開発許可に係る工事が行なわれる土地の所在地を所轄する福島県建設事務

所(以下「建設事務所」という。)に置く。

類型２申請等によらない公的情報

の縦覧・閲覧
フェーズ１（紙・人の介在）

申請者が、各建設事務所に出向いて開発登録簿閲覧名簿に所定の事項を記載し、紙で当該登録簿

を閲覧している。

フェーズ２（デジタル原則に適合する手

段を可とする）
登録簿をデータ化して閲覧する方法等を検討する。 令和７年度以降

48 往訪閲覧・縦覧規制 土木部 都市計画課 福島県開発登録簿閲覧規則 第三条
(閲覧時間)

第三条　登録簿の閲覧時間は、次条の定期休日を除き、午前八時四十五分から午後五時までとする。

類型２申請等によらない公的情報

の縦覧・閲覧
フェーズ１（紙・人の介在）

申請者が、各建設事務所に出向いて開発登録簿閲覧名簿に所定の事項を記載し、紙で当該登録簿

を閲覧している。

フェーズ２（デジタル原則に適合する手

段を可とする）
登録簿をデータ化して閲覧する方法等を検討する。 令和７年度以降

49 往訪閲覧・縦覧規制 土木部 都市計画課 福島県開発登録簿閲覧規則 第六条

(閲覧手続)

第六条　登録簿を閲覧しようとする者は、閲覧所に備えてある開発登録簿閲覧名簿(別記様式)に所定の

事項を記入し、所轄の建設事務所の長に提示しなければならない。

(遵守事項等)

第七条　登録簿を閲覧する者は、登録簿の閲覧に関し所轄の建設事務所の長の指示に従うとともに、次

の各号に掲げる事項を守らなければならない。

一　登録簿を閲覧所の外に持ち出さないこと。

二　登録簿を破損又は汚損しないこと。

2　前項の規定に違反した者に対しては、その閲覧を停止し、又は禁止するものとする。

類型２申請等によらない公的情報

の縦覧・閲覧
フェーズ１（紙・人の介在）

申請者が、各建設事務所に出向いて開発登録簿閲覧名簿に所定の事項を記載し、紙で当該登録簿

を閲覧している。

フェーズ２（デジタル原則に適合する手

段を可とする）
登録簿をデータ化して閲覧する方法等を検討する。 令和７年度以降

50 往訪閲覧・縦覧規制 土木部 建築指導課
福島県高齢者円滑入居賃貸住宅

登録簿閲覧規則
第一条

第一条　高齢者の居住の安定確保に関する法律(平成十三年法律第二十六号)第九条の規定による高齢者

円滑入居賃貸住宅登録簿(以下「登録簿」という。)の閲覧は、この規則の定めるところにより、福島県

高齢者円滑入居賃貸住宅登録簿閲覧所(以下「閲覧所」という。)において行うものとする。

類型２申請等によらない公的情報

の縦覧・閲覧
フェーズ１（紙・人の介在）

サービス付き高齢者向け住宅登録簿については、出先機関において紙で閲覧できるようにしてい

る。

フェーズ２（デジタル原則に適合する手

段を可とする）

サービス付き高齢者向け住宅を登録しているシステムにアクセスすることによる閲覧を可能とす

る。
令和６年度中

51 往訪閲覧・縦覧規制 土木部 建築指導課
福島県高齢者円滑入居賃貸住宅

登録簿閲覧規則
第六条

(閲覧の手続)

第六条　登録簿を閲覧しようとする者は、閲覧所に備え付けてある閲覧簿に住所及び氏名を記入しなけ

ればならない。

類型２申請等によらない公的情報

の縦覧・閲覧
フェーズ１（紙・人の介在）

サービス付き高齢者向け住宅登録簿を閲覧しようとする者は、出先機関において紙の閲覧簿に住

所及び氏名を記入することとしている。

フェーズ２（デジタル原則に適合する手

段を可とする）

サービス付き高齢者向け住宅を登録しているシステムにアクセスすることによる閲覧可能とす

る。
令和６年度中

52 往訪閲覧・縦覧規制 土木部 建築指導課
福島県建築計画概要書等閲覧規

則
第一条

(建築計画概要書等の閲覧)

第一条　建築基準法(昭和二十五年法律第二百一号)第九十三条の二(同法第八十八条第二項において準用

する場合を含む。)の規定による建築計画概要書、築造計画概要書、定期調査報告概要書、定期検査報告

概要書、建築基準法令による処分等の概要書及び全体計画概要書(以下「概要書」という。)の閲覧は、

この規則の定めるところにより、福島県建築計画概要書等閲覧所(以下「閲覧所」という。)において行

うものとする。

類型２申請等によらない公的情報

の縦覧・閲覧
フェーズ１（紙・人の介在） 建築計画概要書等については、出先機関において紙で閲覧できるようにしている。

フェーズ２（デジタル原則に適合する手

段を可とする）

建築確認申請等の情報を管理する国の台帳システムが改修予定であり、改修後にシステムにアク

セスすることで閲覧が可能となる見込み。
令和７年度以降

新設の届出の縦覧について、時間・場所を問わずインターネット上で確認可能となるよう見直し

を行う。
令和６年度中42 往訪閲覧・縦覧規制 商工労働部 商業まちづくり課

福島県商業まちづくりの推進に

関する条例
第九条

(新設の届出)

第九条　特定小売商業施設の新設(建物の床面積を変更し、又は既存の建物の全部若しくは一部の用途を

変更することにより特定小売商業施設となる場合であって、その変更により増加する店舗面積の算出が

困難でないときは当該増加する店舗面積が基準店舗面積以上、その他のときはその変更により増加する

建物の延べ面積が基準延べ面積以上となる場合を含む。以下同じ。)をする者(小売業を行うための店舗

以外の用に供し、又は供させるためその建物の一部の新設をする者があるときはその者を除くものと

し、小売業を行うための店舗の用に供し、又は供させるためその建物の一部を新設する者又は設置して

いる者があるときはその者を含む。以下同じ。)は、規則で定めるところにより、あらかじめ、次に掲げ

る事項を記載した書面(以下「新設届出書」という。)により、その旨を知事に届け出なければならな

い。

一～八　（略）

2　（略）

一～六　（略）

3　（略）

4　知事は、第一項の規定による届出があったときは、速やかに、規則で定めるところにより、当該届出

の概要を公告するとともに、当該届出及びその添付資料等を公告の日の翌日から起算して三月間公衆の

縦覧に供しなければならない。

第十四条

類型２申請等によらない公的情報

の縦覧・閲覧
フェーズ１（紙・人の介在）

設置者の届出書について、本庁・出先機関、関係市町村において期間を設けて紙で閲覧できるよ

うにしている。

フェーズ２（デジタル原則に適合する手

段を可とする）

44 往訪閲覧・縦覧規制 商工労働部 商業まちづくり課
福島県商業まちづくりの推進に

関する条例
令和６年度中

(県の意見等)

第十四条　知事は、前条第四項の公告の日の翌日から起算して三月以内かつ第九条第一項又は第十条第

二項の届出のあった日の翌日から起算して七月以内に、前条第一項の規定により聴取した意見及び同条

第二項の規定により述べられた意見に配意し、同条第三項第一号から第五号までに掲げる事項を勘案し

て、新設届出者等に対し、当該公告に係る新設届出書の内容について、商業まちづくりの推進の見地か

ら、意見を有する場合には当該意見を述べるものとし、意見を有しない場合にはその旨を通知するもの

とする。

2　（略）

3　知事は、規則で定めるところにより、第一項の規定により意見を述べた場合にあっては当該意見の概

要を、同項の規定により意見を有しない旨を通知した場合にあってはその旨を、速やかに公告するとと

もに、当該意見又は通知の内容を公告の日の翌日から起算して一月間公衆の縦覧に供しなければならな

い。

4　新設届出者等は、第一項の規定により知事が意見を述べたときは、当該意見についての対応及びその

理由を知事に報告しなければならない。

5　知事は、前項の規定による報告を受けたときは、速やかに、規則で定めるところにより、当該報告の

概要を公告するとともに、当該報告の内容を公告の日の翌日から起算して一月間公衆の縦覧に供しなけ

ればならない。

類型２申請等によらない公的情報

の縦覧・閲覧
フェーズ１（紙・人の介在）

県の意見について、本庁・出先機関、関係市町村において期間を設けて紙で閲覧できるようにし

ている。

フェーズ２（デジタル原則に適合する手

段を可とする）

県の意見等の縦覧について、時間・場所を問わずインターネット上で確認可能となるよう見直し

を行う。
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【別紙】

No. ①規制区分 ②部局等名 ③課室等名 ④条例等名 ⑤条項 ⑥条文／規定内容 ⑦類型 ⑧現在のフェーズ ⑨現在の運用方法・手段
⑩見直しによって

目指すフェーズ
⑪見直し内容 ⑫見直し時期

53 往訪閲覧・縦覧規制 土木部 建築指導課
福島県建築計画概要書等閲覧規

則
第七条

(閲覧の手続)

第七条　概要書を閲覧しようとする者は、閲覧所に備え付けてある閲覧簿に住所及び氏名を記入しなけ

ればならない。

類型２申請等によらない公的情報

の縦覧・閲覧
フェーズ１（紙・人の介在）

建築計画概要書等を閲覧しようとする者は、出先機関において紙の閲覧簿に住所及び氏名を記入

することとしている。

フェーズ２（デジタル原則に適合する手

段を可とする）
閲覧簿をメール等での受け付けを可能とする。 令和６年度中

54 往訪閲覧・縦覧規制 土木部 建築指導課
福島県宅地建物取引業者名簿等

閲覧規則
第一条

(名簿等の供覧)

第一条　宅地建物取引業法(昭和二十七年法律第百七十六号)第八条第一項の規定による宅地建物取引業

者名簿並びに同法第三条第一項の規定による宅地建物取引業の免許の申請及び同法第九条の規定による

変更の届出にかかる書類(以下「名簿等」という。)は、福島県宅地建物取引業者名簿等閲覧所(以下「閲

覧所」という。)において、この規則の定めるところにより、一般の閲覧に供するものとする。

類型２申請等によらない公的情報

の縦覧・閲覧
フェーズ１（紙・人の介在） 宅地建物取引業者名簿等については、本庁において紙で閲覧できるようにしている。

フェーズ２（デジタル原則に適合する手

段を可とする）

宅地建物取引業者等の情報を管理する国のシステムが閲覧に対応できるよう改修されれば、シス

テムにアクセスすることで閲覧が可能となる。
令和７年度以降

55 往訪閲覧・縦覧規制 土木部 建築指導課
福島県宅地建物取引業者名簿等

閲覧規則
第七条

(閲覧手続)

第七条　名簿等を閲覧しようとする者は、別記様式による宅地建物取引業者名簿等閲覧申込書に所定の

事項を記入し、これを係員に提出しなければならない。

類型２申請等によらない公的情報

の縦覧・閲覧
フェーズ１（紙・人の介在）

宅地建物取引業者名簿等を閲覧しようとする者は、本庁において紙の閲覧申込書に所定の事項を

記入することとしている。

フェーズ２（デジタル原則に適合する手

段を可とする）
閲覧簿をメール等での受け付けを可能とする。 令和６年度中

56 往訪閲覧・縦覧規制 土木部 建築指導課

福島県不動産特定共同事業者名

簿等及び小規模不動産特定共同

事業者登録簿等閲覧規則

第六条

(閲覧手続)

第六条　名簿等を閲覧しようとする者は、／不動産特定共同事業者名簿等／小規模不動産特定共同事業

者登録簿等／閲覧申込書(別記様式)に所定の事項を記入し、これを係員に提出しなければならない。

類型２申請等によらない公的情報

の縦覧・閲覧
フェーズ１（紙・人の介在）

不動産特定共同事業者名簿等を閲覧しようとする者は、本庁において紙の閲覧申込書に所定の事

項を記入することとしている。

フェーズ２（デジタル原則に適合する手

段を可とする）
閲覧簿をメール等での受け付けを可能とする。 令和６年度中

57 往訪閲覧・縦覧規制 収用委員会 ー
福島県収用委員会が保有する公

文書の開示等に関する規則
第八条

(公文書の開示)

第八条　条例第十六条第一項の規定による公文書(公文書を複写した物を含む。以下この条において同

じ。)の開示は、委員会が指定する日時及び場所において行うものとする。

2　委員会は、公文書の閲覧、聴取又は視聴をする者が当該公文書を改ざんし、汚損し、若しくは破損し

たとき又はこれらの行為をするおそれがあるときは、当該公文書の閲覧、聴取又は視聴を中止させ、又

は禁止することができる。

類型１申請等による公的情報の閲

覧・縦覧
フェーズ１（紙・人の介在）

公文書の開示は、実施機関が開示請求者に対し、決定通知書によりあらかじめ指定した日時及び

場所での閲覧等、或いは写しの交付により実施している。

①　開示の方法が公文書の閲覧、聴取又は視聴の場合は、文書又は図画は、開示に供する物の提

示とし、電磁的記録は、用紙に出力することができる場合は、  用紙に出力した物の提示によ

り、それ以外の電磁的記録は、専用機器による閲覧等により実施。

②　開示の方法が公文書の写しの交付の場合、上記①と同様の媒体により交付。

フェーズ２（デジタル原則に適合する手

段を可とする）

公文書の電子化の進捗状況に合わせて、窓口において電子データの公文書を閲覧・交付ができる

ようにする。
令和６年度中

58 往訪閲覧・縦覧規制 収用委員会 ー
福島県収用委員会が保有する公

文書の開示等に関する規則
第九条

(電磁的記録の開示の方法)

第九条　条例第十六条第二項の実施機関が定める方法は、次の各号に掲げる電磁的記録の種別に応じ、

当該各号に定める方法とする。

一　用紙に出力することができる電磁的記録　用紙に出力した物の閲覧若しくはその写しの交付又は専

用機器(開示決定を受けたものの閲覧、聴取又は視聴の用に備え付けられているものに限る。以下同

じ。)により再生したものの閲覧、聴取若しくは視聴若しくはそれを複写した物の交付

二　前号に掲げる電磁的記録以外の電磁的記録　専用機器により再生したものの閲覧、聴取若しくは視

聴又はそれを複写した物の交付

類型１申請等による公的情報の閲

覧・縦覧
フェーズ１（紙・人の介在）

公文書の開示は、実施機関が開示請求者に対し、決定通知書によりあらかじめ指定した日時及び

場所での閲覧等、或いは写しの交付により実施している。

①　開示の方法が公文書の閲覧、聴取又は視聴の場合は、文書又は図画は、開示に供する物の提

示とし、電磁的記録は、用紙に出力することができる場合は、  用紙に出力した物の提示によ

り、それ以外の電磁的記録は、専用機器による閲覧等により実施。

②　開示の方法が公文書の写しの交付の場合、上記①と同様の媒体により交付。

フェーズ２（デジタル原則に適合する手

段を可とする）

公文書の電子化の進捗状況に合わせて、窓口において電子データの公文書を閲覧・交付ができる

ようにする。
令和６年度中

59 往訪閲覧・縦覧規制 企業局 企業総務課

福島県公営企業の管理者の権限

を行う知事が保有する公文書の

開示等に関する規程

第8条

第8条　条例第16条第1項の規定による公文書(公文書を複写した物を含む。以下この条において同じ。)

の開示は、知事が指定する日時及び場所において行うものとする。

2　知事は、公文書の閲覧、聴取又は視聴をする者が当該公文書を改ざんし、汚損し、若しくは破損した

とき又はこれらの行為をするおそれがあるときは、当該公文書の閲覧、聴取又は視聴を中止させ、又は

禁止することができる。

類型１申請等による公的情報の閲

覧・縦覧
フェーズ１（紙・人の介在）

公文書の開示は、実施機関が開示請求者に対し、決定通知書によりあらかじめ指定した日時及び

場所での閲覧等、或いは写しの交付により実施している。

①　開示の方法が公文書の閲覧、聴取又は視聴の場合は、文書又は図画は、開示に供する物の提

示とし、電磁的記録は、用紙に出力することができる場合は、  用紙に出力した物の提示によ

り、それ以外の電磁的記録は、専用機器による閲覧等により実施。

②　開示の方法が公文書の写しの交付の場合、上記①と同様の媒体により交付。

フェーズ２（デジタル原則に適合する手

段を可とする）

公文書の電子化の進捗状況に合わせて、窓口において電子データの公文書を閲覧・交付ができる

ようにする。
令和６年度中

60 往訪閲覧・縦覧規制 企業局 企業総務課

福島県公営企業の管理者の権限

を行う知事が保有する公文書の

開示等に関する規程

第9条

(電磁的記録の開示の方法)

第9条　条例第16条第2項の実施機関が定める方法は、次の各号に掲げる電磁的記録の種別に応じ、当該

各号に定める方法とする。

(1)　用紙に出力することができる電磁的記録　用紙に出力した物の閲覧若しくはその写しの交付又は専

用機器(開示決定を受けたものの閲覧、聴取又は視聴の用に備え付けられているものに限る。以下同

じ。)により再生したものの閲覧、聴取若しくは視聴若しくはそれを複写した物の交付

(2)　前号に掲げる電磁的記録以外の電磁的記録　専用機器により再生したものの閲覧、聴取若しくは視

聴又はそれを複写した物の交付

類型１申請等による公的情報の閲

覧・縦覧
フェーズ１（紙・人の介在）

公文書の開示は、実施機関が開示請求者に対し、決定通知書によりあらかじめ指定した日時及び

場所での閲覧等、或いは写しの交付により実施している。

①　開示の方法が公文書の閲覧、聴取又は視聴の場合は、文書又は図画は、開示に供する物の提

示とし、電磁的記録は、用紙に出力することができる場合は、  用紙に出力した物の提示によ

り、それ以外の電磁的記録は、専用機器による閲覧等により実施。

②　開示の方法が公文書の写しの交付の場合、上記①と同様の媒体により交付。

フェーズ２（デジタル原則に適合する手

段を可とする）

公文書の電子化の進捗状況に合わせて、窓口において電子データの公文書を閲覧・交付ができる

ようにする。
令和６年度中

61 往訪閲覧・縦覧規制 病院局 病院経営課
福島県病院事業管理者が保有す

る公文書の開示等に関する規程
第8条

(公文書の開示)

第8条　条例第16条第1項の規定による公文書(公文書を複写した物を含む。以下この条において同じ。)

の開示は、管理者が指定する日時及び場所において行うものとする。

2　管理者は、公文書の閲覧、聴取又は視聴をする者が当該公文書を改ざんし、汚損し、若しくは破損し

たとき又はこれらの行為をするおそれがあるときは、当該公文書の閲覧、聴取又は視聴を中止させ、又

は禁止することができる。

類型１申請等による公的情報の閲

覧・縦覧
フェーズ１（紙・人の介在）

公文書の開示は、実施機関が開示請求者に対し、決定通知書によりあらかじめ指定した日時及び

場所での閲覧等、或いは写しの交付により実施している。

①　開示の方法が公文書の閲覧、聴取又は視聴の場合は、文書又は図画は、開示に供する物の提

示とし、電磁的記録は、用紙に出力することができる場合は、  用紙に出力した物の提示によ

り、それ以外の電磁的記録は、専用機器による閲覧等により実施。

②　開示の方法が公文書の写しの交付の場合、上記①と同様の媒体により交付。

フェーズ２（デジタル原則に適合する手

段を可とする）

公文書の電子化の進捗状況に合わせて、窓口において電子データの公文書を閲覧・交付ができる

ようにする。
令和６年度中

62 往訪閲覧・縦覧規制 病院局 病院経営課
福島県病院事業管理者が取り扱

う個人情報の保護に関する規程
第6条

(開示の実施)

第6条　条例第16条第1項の規定による保有個人情報の開示は、管理者が指定する日時及び場所において

行うものとする。

2　管理者は、条例第16条第2項又は第3項の規定により保有個人情報が記録されている物の閲覧、聴取

又は視聴をする者が当該閲覧、聴取又は視聴に係る物を改ざんし、汚損し、若しくは破損したとき又は

これらの行為をするおそれがあるときは、当該閲覧、聴取又は視聴を中止させ、又は禁止することがで

きる。

類型１申請等による公的情報の閲

覧・縦覧
フェーズ１（紙・人の介在）

公文書の開示は、実施機関が開示請求者に対し、決定通知書によりあらかじめ指定した日時及び

場所での閲覧等、或いは写しの交付により実施している。

①　開示の方法が公文書の閲覧、聴取又は視聴の場合は、文書又は図画は、開示に供する物の提

示とし、電磁的記録は、用紙に出力することができる場合は、  用紙に出力した物の提示によ

り、それ以外の電磁的記録は、専用機器による閲覧等により実施。

②　開示の方法が公文書の写しの交付の場合、上記①と同様の媒体により交付。

フェーズ２（デジタル原則に適合する手

段を可とする）

公文書の電子化の進捗状況に合わせて、窓口において電子データの公文書を閲覧・交付ができる

ようにする。
令和６年度中

63 往訪閲覧・縦覧規制 議会事務局 総務課

政治倫理の確立のための福島県

議会の議員の資産等の公開に関

する条例施行規程

第十条

(報告書の閲覧)

第十条　条例第五条第二項の規定による報告書の閲覧(以下「報告書の閲覧」という。)は、当該報告書

を提出すべき期間の末日の翌日から起算して六十日を経過する日の翌日からすることができる。

2　報告書の閲覧は、議長が指定する場所で、執務時間中にしなければならない。

3　報告書の閲覧をする者(以下「閲覧者」という。)は、報告書を前項の場所以外の場所に持ち出しては

ならない。

類型２申請等によらない公的情報

の縦覧・閲覧
フェーズ１（紙・人の介在）

報告書等の提出について、現在、紙による提出を想定した規程・様式となっているため、閲覧に

ついても、紙により実施している。

フェーズ２（デジタル原則に適合する手

段を可とする）

電子データでの報告書の閲覧が可能となるよう、報告書等の提出等について令和５年度中の改定

を予定している。
令和５年度中

64 往訪閲覧・縦覧規制 議会事務局 総務課
福島県政務活動費の交付に関す

る条例施行規程
第六条

(収支報告書等の閲覧)

第六条　条例第十二条第二項の規定による収支報告書等の閲覧は、当該収支報告書等を提出すべき期間

の末日の翌日から起算して六十日を経過した日の翌日からすることができる。

2　条例第十二条第二項の規定により収支報告書等の閲覧を請求しようとする者は、政務活動費収支報告

書等閲覧請求書(様式第五号)を議長に提出しなければならない。

3　条例第十二条第二項の規定による収支報告書等の閲覧は、議会事務局長が指定する場所で、職員の勤

務時間中にしなければならない。

類型２申請等によらない公的情報

の縦覧・閲覧
フェーズ１（紙・人の介在）

収支報告書等の議長への提出について、現在、紙による提出を想定した規程・様式となっている

ため、閲覧についても、紙により実施している。

フェーズ２（デジタル原則に適合する手

段を可とする）

電子データでの報告書の閲覧が可能となるよう、報告書等の提出等について令和５年度中の改定

を予定している。
令和５年度中

65 往訪閲覧・縦覧規制 議会事務局 総務課 福島県議会情報公開条例 第十七条

(開示の実施)

第十七条　議長は、開示決定をしたときは、速やかに、開示請求者に対してその開示請求に係る公文書

を開示しなければならない。

2　公文書の開示は、文書又は図画については閲覧又は写しの交付により、電磁的記録についてはその種

別、情報化の進展状況等を勘案して議長が定める方法により行う。

類型１申請等による公的情報の閲

覧・縦覧
フェーズ１（紙・人の介在）

公文書の開示は、実施機関が開示請求者に対し、決定通知書によりあらかじめ指定した日時及び

場所での閲覧等、或いは写しの交付により実施している。

①　開示の方法が公文書の閲覧、聴取又は視聴の場合は、文書又は図画は、開示に供する物の提

示とし、電磁的記録は、用紙に出力することができる場合は、  用紙に出力した物の提示によ

り、それ以外の電磁的記録は、専用機器による閲覧等により実施。

②　開示の方法が公文書の写しの交付の場合、上記①と同様の媒体により交付。

フェーズ２（デジタル原則に適合する手

段を可とする）

公文書の電子化の進捗状況に合わせて、窓口において電子データの公文書を閲覧・交付ができる

ようにする。
令和６年度中

66 往訪閲覧・縦覧規制 議会事務局 総務課 福島県議会情報公開条例 第二十七条

(提出資料の閲覧)

第二十七条　審査請求人等は、審査会に対し、第二十四条第三項若しくは第四項又は前条第一項の規定

により審査会に提出された意見書又は資料(電磁的記録にあっては、当該電磁的記録に記録された事項を

記載した書面)の閲覧を求めることができる。この場合において、審査会は、第三者の利益を害するおそ

れがあると認めるときその他正当な理由があるときでなければ、その閲覧を拒むことができない。

2　審査会は、前項の規定による閲覧をさせようとするときは、当該閲覧に係る意見書又は資料を提出し

た審査請求人等の意見を聴かなければならない。ただし、審査会が、その必要がないと認めるときは、

この限りでない。

3　審査会は、第一項の規定による閲覧について、日時及び場所を指定することができる。

類型１申請等による公的情報の閲

覧・縦覧
フェーズ１（紙・人の介在）

公文書の開示は、実施機関が開示請求者に対し、決定通知書によりあらかじめ指定した日時及び

場所での閲覧等、或いは写しの交付により実施している。

①　開示の方法が公文書の閲覧、聴取又は視聴の場合は、文書又は図画は、開示に供する物の提

示とし、電磁的記録は、用紙に出力することができる場合は、  用紙に出力した物の提示によ

り、それ以外の電磁的記録は、専用機器による閲覧等により実施。

②　開示の方法が公文書の写しの交付の場合、上記①と同様の媒体により交付。

フェーズ２（デジタル原則に適合する手

段を可とする）

公文書の電子化の進捗状況に合わせて、窓口において電子データの公文書を閲覧・交付ができる

ようにする。
令和６年度中

67 往訪閲覧・縦覧規制 議会事務局 総務課
福島県議会が保有する公文書の

開示等に関する規程
第八条

(公文書の開示)

第八条　条例第十七条第一項の規定による公文書(公文書を複写した物を含む。以下この条において同

じ。)の開示は、議長が指定する日時及び場所において行うものとする。

2　議長は、公文書の閲覧、聴取又は視聴をする者が当該公文書を改ざんし、汚損し、若しくは破損した

とき又はこれらの行為をするおそれがあるときは、当該公文書の閲覧、聴取又は視聴を中止させ、又は

禁止することができる。

類型１申請等による公的情報の閲

覧・縦覧
フェーズ１（紙・人の介在）

公文書の開示は、実施機関が開示請求者に対し、決定通知書によりあらかじめ指定した日時及び

場所での閲覧等、或いは写しの交付により実施している。

①　開示の方法が公文書の閲覧、聴取又は視聴の場合は、文書又は図画は、開示に供する物の提

示とし、電磁的記録は、用紙に出力することができる場合は、  用紙に出力した物の提示によ

り、それ以外の電磁的記録は、専用機器による閲覧等により実施。

②　開示の方法が公文書の写しの交付の場合、上記①と同様の媒体により交付。

フェーズ２（デジタル原則に適合する手

段を可とする）

公文書の電子化の進捗状況に合わせて、窓口において電子データの公文書を閲覧・交付ができる

ようにする。
令和６年度中

68 往訪閲覧・縦覧規制 議会事務局 総務課
福島県議会が保有する公文書の

開示等に関する規程
第九条

(電磁的記録の開示の方法)

第九条　条例第十七条第二項の議長が定める方法は、次の各号に掲げる電磁的記録の種別に応じ、当該

各号に定める方法とする。

一　用紙に出力することができる電磁的記録　用紙に出力した物の閲覧若しくはその写しの交付又は専

用機器(開示決定を受けたものの閲覧、聴取又は視聴の用に備え付けられているものに限る。以下同

じ。)により再生したものの閲覧、聴取若しくは視聴若しくはそれを複写した物の交付

二　前号に掲げる電磁的記録以外の電磁的記録　専用機器により再生したものの閲覧、聴取若しくは視

聴又はそれを複写した物の交付

類型１申請等による公的情報の閲

覧・縦覧
フェーズ１（紙・人の介在）

公文書の開示は、実施機関が開示請求者に対し、決定通知書によりあらかじめ指定した日時及び

場所での閲覧等、或いは写しの交付により実施している。

①　開示の方法が公文書の閲覧、聴取又は視聴の場合は、文書又は図画は、開示に供する物の提

示とし、電磁的記録は、用紙に出力することができる場合は、  用紙に出力した物の提示によ

り、それ以外の電磁的記録は、専用機器による閲覧等により実施。

②　開示の方法が公文書の写しの交付の場合、上記①と同様の媒体により交付。

フェーズ２（デジタル原則に適合する手

段を可とする）

公文書の電子化の進捗状況に合わせて、窓口において電子データの公文書を閲覧・交付ができる

ようにする。
令和６年度中
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目指すフェーズ
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69 往訪閲覧・縦覧規制 教育委員会 教育総務課
福島県教育委員会が保有する公

文書の開示等に関する規則
第八条

(公文書の開示)

第八条　条例第十六条第一項の規定による公文書(公文書を複写した物を含む。以下この条において同

じ。)の開示は、教育委員会が指定する日時及び場所において行うものとする。

2　教育委員会は、公文書の閲覧、聴取又は視聴をする者が当該公文書を改ざんし、汚損し、若しくは破

損したとき又はこれらの行為をするおそれがあるときは、当該公文書の閲覧、聴取又は視聴を中止さ

せ、又は禁止することができる。

類型１申請等による公的情報の閲

覧・縦覧
フェーズ１（紙・人の介在）

公文書の開示は、実施機関が開示請求者に対し、決定通知書によりあらかじめ指定した日時及び

場所での閲覧等、或いは写しの交付により実施している。

①　開示の方法が公文書の閲覧、聴取又は視聴の場合は、文書又は図画は、開示に供する物の提

示とし、電磁的記録は、用紙に出力することができる場合は、  用紙に出力した物の提示によ

り、それ以外の電磁的記録は、専用機器による閲覧等により実施。

②　開示の方法が公文書の写しの交付の場合、上記①と同様の媒体により交付。

フェーズ２（デジタル原則に適合する手

段を可とする）

公文書の電子化の進捗状況に合わせて、窓口において電子データの公文書を閲覧・交付ができる

ようにする。
令和６年度中

70 往訪閲覧・縦覧規制 教育委員会 教育総務課
福島県教育委員会が保有する公

文書の開示等に関する規則
第九条

(電磁的記録の開示の方法)

第九条　条例第十六条第二項の実施機関が定める方法は、次の各号に掲げる電磁的記録の種別に応じ、

当該各号に定める方法とする。

一　用紙に出力することができる電磁的記録　用紙に出力した物の閲覧若しくはその写しの交付又は専

用機器(開示決定を受けたものの閲覧、聴取又は視聴の用に備え付けられているものに限る。以下同

じ。)により再生したものの閲覧、聴取若しくは視聴若しくはそれを複写した物の交付

二　前号に掲げる電磁的記録以外の電磁的記録　専用機器により再生したものの閲覧、聴取若しくは視

聴又はそれを複写した物の交付

類型１申請等による公的情報の閲

覧・縦覧
フェーズ１（紙・人の介在）

公文書の開示は、実施機関が開示請求者に対し、決定通知書によりあらかじめ指定した日時及び

場所での閲覧等、或いは写しの交付により実施している。

①　開示の方法が公文書の閲覧、聴取又は視聴の場合は、文書又は図画は、開示に供する物の提

示とし、電磁的記録は、用紙に出力することができる場合は、  用紙に出力した物の提示によ

り、それ以外の電磁的記録は、専用機器による閲覧等により実施。

②　開示の方法が公文書の写しの交付の場合、上記①と同様の媒体により交付。

フェーズ２（デジタル原則に適合する手

段を可とする）

公文書の電子化の進捗状況に合わせて、窓口において電子データの公文書を閲覧・交付ができる

ようにする。
令和６年度中

71 往訪閲覧・縦覧規制 監査委員事務局 監査総務課
福島県監査委員が保有する公文

書の開示等に関する規程
第八条

(公文書の開示)

第八条　条例第十六条第一項の規定による公文書(公文書を複写した物を含む。以下この条において同

じ。)の開示は、委員が指定する日時及び場所において行うものとする。

2　委員は、公文書の閲覧、聴取又は視聴をする者が当該公文書を改ざんし、汚損し、若しくは破損した

とき又はこれらの行為をするおそれがあるときは、当該公文書の閲覧、聴取又は視聴を中止させ、又は

禁止することができる。

類型１申請等による公的情報の閲

覧・縦覧
フェーズ１（紙・人の介在）

公文書の開示は、実施機関が開示請求者に対し、決定通知書によりあらかじめ指定した日時及び

場所での閲覧等、或いは写しの交付により実施している。

①　開示の方法が公文書の閲覧、聴取又は視聴の場合は、文書又は図画は、開示に供する物の提

示とし、電磁的記録は、用紙に出力することができる場合は、  用紙に出力した物の提示によ

り、それ以外の電磁的記録は、専用機器による閲覧等により実施。

②　開示の方法が公文書の写しの交付の場合、上記①と同様の媒体により交付。

フェーズ２（デジタル原則に適合する手

段を可とする）

公文書の電子化の進捗状況に合わせて、窓口において電子データの公文書を閲覧・交付ができる

ようにする。
令和６年度中

72 往訪閲覧・縦覧規制 監査委員事務局 監査総務課
福島県監査委員が保有する公文

書の開示等に関する規程
第九条

第九条　条例第十六条第二項の実施機関が定める方法は、次の各号に掲げる電磁的記録の種別に応じ、

当該各号に定める方法とする。

一　用紙に出力することができる電磁的記録　用紙に出力した物の閲覧若しくはその写しの交付又は専

用機器(開示決定を受けたものの閲覧、聴取又は視聴の用に備え付けられているものに限る。以下同

じ。)により再生したものの閲覧、聴取若しくは視聴若しくはそれを複写した物の交付

二　前号に掲げる電磁的記録以外の電磁的記録　専用機器により再生したものの閲覧、聴取若しくは視

聴又はそれを複写した物の交付

類型１申請等による公的情報の閲

覧・縦覧
フェーズ１（紙・人の介在）

公文書の開示は、実施機関が開示請求者に対し、決定通知書によりあらかじめ指定した日時及び

場所での閲覧等、或いは写しの交付により実施している。

①　開示の方法が公文書の閲覧、聴取又は視聴の場合は、文書又は図画は、開示に供する物の提

示とし、電磁的記録は、用紙に出力することができる場合は、  用紙に出力した物の提示によ

り、それ以外の電磁的記録は、専用機器による閲覧等により実施。

②　開示の方法が公文書の写しの交付の場合、上記①と同様の媒体により交付。

フェーズ２（デジタル原則に適合する手

段を可とする）

公文書の電子化の進捗状況に合わせて、窓口において電子データの公文書を閲覧・交付ができる

ようにする。
令和６年度中

73 往訪閲覧・縦覧規制 人事委員会事務局 総務審査課
福島県人事委員会が保有する公

文書の開示等に関する規則
第八条

(公文書の開示)

第八条　条例第十六条第一項の規定による公文書(公文書を複写した物を含む。以下この条において同

じ。)の開示は、人事委員会が指定する日時及び場所において行うものとする。

2　人事委員会は、公文書の閲覧、聴取又は視聴をする者が当該公文書を改ざんし、汚損し、若しくは破

損したとき又はこれらの行為をするおそれがあるときは、当該公文書の閲覧、聴取又は視聴を中止さ

せ、又は禁止することができる。

類型１申請等による公的情報の閲

覧・縦覧
フェーズ１（紙・人の介在）

公文書の開示は、実施機関が開示請求者に対し、決定通知書によりあらかじめ指定した日時及び

場所での閲覧等、或いは写しの交付により実施している。

①　開示の方法が公文書の閲覧、聴取又は視聴の場合は、文書又は図画は、開示に供する物の提

示とし、電磁的記録は、用紙に出力することができる場合は、  用紙に出力した物の提示によ

り、それ以外の電磁的記録は、専用機器による閲覧等により実施。

②　開示の方法が公文書の写しの交付の場合、上記①と同様の媒体により交付。

フェーズ２（デジタル原則に適合する手

段を可とする）

公文書の電子化の進捗状況に合わせて、窓口において電子データの公文書を閲覧・交付ができる

ようにする。
令和６年度中

74 往訪閲覧・縦覧規制 人事委員会事務局 総務審査課
福島県人事委員会が保有する公

文書の開示等に関する規則
第九条

(電磁的記録の開示の方法)

第九条　条例第十六条第二項の実施機関が定める方法は、次の各号に掲げる電磁的記録の種別に応じ、

当該各号に定める方法とする。

一　用紙に出力することができる電磁的記録　用紙に出力した物の閲覧若しくはその写しの交付又は専

用機器(開示決定を受けたものの閲覧、聴取又は視聴の用に備え付けられているものに限る。以下同

じ。)により再生したものの閲覧、聴取若しくは視聴若しくはそれを複写した物の交付

二　前号に掲げる電磁的記録以外の電磁的記録　専用機器により再生したものの閲覧、聴取若しくは視

聴又はそれを複写した物の交付

類型１申請等による公的情報の閲

覧・縦覧
フェーズ１（紙・人の介在）

公文書の開示は、実施機関が開示請求者に対し、決定通知書によりあらかじめ指定した日時及び

場所での閲覧等、或いは写しの交付により実施している。

①　開示の方法が公文書の閲覧、聴取又は視聴の場合は、文書又は図画は、開示に供する物の提

示とし、電磁的記録は、用紙に出力することができる場合は、  用紙に出力した物の提示によ

り、それ以外の電磁的記録は、専用機器による閲覧等により実施。

②　開示の方法が公文書の写しの交付の場合、上記①と同様の媒体により交付。

フェーズ２（デジタル原則に適合する手

段を可とする）

公文書の電子化の進捗状況に合わせて、窓口において電子データの公文書を閲覧・交付ができる

ようにする。
令和６年度中

75 往訪閲覧・縦覧規制 労働委員会事務局 審査調整課
福島県労働委員会が保有する公

文書の開示等に関する規則
第八条

(公文書の開示)

第八条　条例第十六条第一項の規定による公文書(公文書を複写した物を含む。以下この条において同

じ。)の開示は、労働委員会が指定する日時及び場所において行うものとする。

2　労働委員会は、公文書の閲覧、聴取又は視聴をする者が当該公文書を改ざんし、汚損し、若しくは破

損したとき又はこれらの行為をするおそれがあるときは、当該公文書の閲覧、聴取又は視聴を中止さ

せ、又は禁止することができる。

類型１申請等による公的情報の閲

覧・縦覧
フェーズ１（紙・人の介在）

公文書の開示は、実施機関が開示請求者に対し、決定通知書によりあらかじめ指定した日時及び

場所での閲覧等、或いは写しの交付により実施している。

①　開示の方法が公文書の閲覧、聴取又は視聴の場合は、文書又は図画は、開示に供する物の提

示とし、電磁的記録は、用紙に出力することができる場合は、  用紙に出力した物の提示によ

り、それ以外の電磁的記録は、専用機器による閲覧等により実施。

②　開示の方法が公文書の写しの交付の場合、上記①と同様の媒体により交付。

フェーズ２（デジタル原則に適合する手

段を可とする）

公文書の電子化の進捗状況に合わせて、窓口において電子データの公文書を閲覧・交付ができる

ようにする。
令和６年度中

76 往訪閲覧・縦覧規制 労働委員会事務局 審査調整課
福島県労働委員会が保有する公

文書の開示等に関する規則
第九条

(電磁的記録の開示の方法)

第九条　条例第十六条第二項の実施機関が定める方法は、次の各号に掲げる電磁的記録の種別に応じ、

当該各号に定める方法とする。

一　用紙に出力することができる電磁的記録　用紙に出力した物の閲覧若しくはその写しの交付又は専

用機器(開示決定を受けたものの閲覧、聴取又は視聴の用に備え付けられているものに限る。以下同

じ。)により再生したものの閲覧、聴取若しくは視聴若しくはそれを複写した物の交付

二　前号に掲げる電磁的記録以外の電磁的記録　専用機器により再生したものの閲覧、聴取若しくは視

聴又はそれを複写した物の交付

類型１申請等による公的情報の閲

覧・縦覧
フェーズ１（紙・人の介在）

公文書の開示は、実施機関が開示請求者に対し、決定通知書によりあらかじめ指定した日時及び

場所での閲覧等、或いは写しの交付により実施している。

①　開示の方法が公文書の閲覧、聴取又は視聴の場合は、文書又は図画は、開示に供する物の提

示とし、電磁的記録は、用紙に出力することができる場合は、  用紙に出力した物の提示によ

り、それ以外の電磁的記録は、専用機器による閲覧等により実施。

②　開示の方法が公文書の写しの交付の場合、上記①と同様の媒体により交付。

フェーズ２（デジタル原則に適合する手

段を可とする）

公文書の電子化の進捗状況に合わせて、窓口において電子データの公文書を閲覧・交付ができる

ようにする。
令和６年度中

〔参考〕類型化とフェーズ区分の考え方（「アナログ規制（書面・対面規制）の点検・見直し方針」（令和５年６月５日策定）より抜粋）

類型 内容

類型１ 検査・点検・監査

類型２ 調査

類型３ 巡視・見張

PHASE 内容

PHASE１ 目視・実地監査規制

PHASE２ 情報収集の遠隔化、人による評価

PHASE３ 判断の精緻化、自動化・無人化

（１）目視規制

（２）実地監査規制

類型 内容

類型１ 検査・点検・監査

類型２ 調査

類型３ 巡視・見張

PHASE 内容

PHASE１ 目視・実地監査規制

PHASE２ 情報収集の遠隔化、人による評価

PHASE３ 判断の精緻化、自動化・無人化

（５）対面講習規制
類型 内容

類型１ 講習

PHASE 内容

PHASE１ 対面規制あり又は解釈不明確

PHASE２ デジタル技術の活用による一部オンライン化等

PHASE３ デジタル完結

（６）書面掲示規制
類型 内容

類型１ 公的証明書等の掲示

類型２ 公的証明書等以外の情報の掲示

PHASE 内容

PHASE１ デジタル化を一切許容しない

PHASE２ 一部許容している

PHASE３ デジタルによる掲示を基本とする

（７）往訪閲覧・縦覧規制
類型 内容

類型１ 申請等による公的情報の閲覧・縦覧

類型２ 申請等によらない公的情報の閲覧・縦覧

PHASE 内容

PHASE１ 紙・人の介在

PHASE２ デジタル原則に適合する手段を可とする

PHASE３ デジタル完結を基本とする

（３）定期検査・点検規制

類型 内容

類型１ 第三者検査

類型２ 自主検査

類型３ 調査・測定

PHASE 内容

PHASE１ 定期検査・点検規制

PHASE２ デジタル技術の活用による規制目的の達成

PHASE３  定期の検査・調査・測定の撤廃

（４）常駐・専任規制
類型 内容

類型１ 主としてモノのチェック等のための常駐

類型２ 主としてモノのチェック等のための専任

類型３ 主として人への対応のための常駐

類型４ 主として人への対応のための専任

PHASE 内容

PHASE１ 常駐・専任規制あり

PHASE２ デジタル技術等の活用による規制緩和

PHASE３ 常駐・専任規制なし
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＜参考＞押印見直しの状況（令和６年３月現在）
（１）押印見直しの目的・背景

⇒ デジタル時代を見据えたデジタルガバメント実現（手続き等のオンライン化）を背景に、行政手続における
県民の負担軽減と利便性向上を図ることを目的として、行政手続及び内部手続のうち押印を求める手続について
は、令和２年度から先行して見直しを実施。

（３）押印見直しの状況
⇒ 令和２年度から実施した庁内における見直し作業の結果、県の規定等に基づき押印を求めている４，９３１
種類のうち、９割以上に当たる４，６０６種類を廃止することとした。

（４）今後の取組
⇒ 押印が残る手続きについて、代替手段の確保策等と合わせ、引き続き廃止に向けて検討を進めていく。

（２）押印見直しの方向性
⇒ 手続等のオンライン化（電子申請システムでの電子申請やメールでの受付）の実現に向け、利用者のニーズ、
利用状況及び現場の業務を踏まえた上で、オンライン化の妨げとなる押印について徹底的に見直しを行う。

廃止率

可 否 （可／手続）

1 県規定 4,388 4,083 305 93.0%

2 根拠なし 543 523 20 96.3%

4,931 4,606 325 94.7%

押印の根拠

合計

手続
(種類)

うち廃止の可否

令和６年３月現在
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